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平成２６年労第１８号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付及び休業

補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ所在の英米留学専門予備校を運営するＢ会社

（以下「会社」という。）に雇用され、Ｃ所在のＤ校に留学カウンセラー見習いと

して勤務していた。 

請求人によると、入社後まもなく、業務について同僚から様々な注意を受けた

こと、及び募集時に勤務地はＥとなっていたところ採用後にＦ勤務となっていた

ことなどの理由から心身に変調を来したとし、以前にも受診したことのあるＧク

リニックに、平成○年○月に受診したところ、「躁うつ病」と診断された。 

請求人は、度重なる上司のパワーハラスメント（以下「パワハラ」という。）等

により、精神的な疾病を引き起こしたと主張し、療養補償給付及び休業補償給付

を監督署長に請求したところ、監督署長は、請求人に発病した精神障害は業務上

の事由によるものとは認められないとして、これらを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、さらに、この決定を不服として、本件再審査請求に及んだも

のである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 
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第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発病した精神障害が業務上の事由によるものと認められ

るか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人の精神障害の発病の有無と発病の時期については、当審査会も、請求

人の症状の推移、医証等に鑑み、決定書理由第２の２の（２）のアに説示する

とおり、平成○年○月頃にＩＣＤ－１０の「Ｆ４ 神経症性障害」を発病した

ものと判断する。 

ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について（平成２３年１２月２６

日付け基発１２２６第１号）」（以下「認定基準」という。その要旨については、

決定書別紙の記載を引用する。）を策定しており、当審査会としてもその取扱い

を妥当なものと考えることから、以下、認定基準に基づき検討する。 

（２）請求人は、Ｈから、挨拶をしても請求人だけが無視される、本来複数人でや

るべき業務や掃除を一人でさせられる、請求人の仕事を妨害するなどのパワハ

ラを受けたと主張していることから、検討すると、以下のとおりである。 

Ｈは、平成○年○月○日付け聴取書において、要旨、「請求人は、単純作業等

の事務作業をさせられることに不満があるように見受けられた。」、「○月中旬か

ら請求人に生徒のケアをさせたところ、それまで比較的やってくれていた掃除

を余りやらなくなったので、パソコン上のカレンダーの請求人の欄に掃除をす

るよう書き込んだことがある。掃除は、当番制ではなく、仕事の負担が少ない

新人がやることが多かったが、請求人だけの仕事というわけではなく、学生ア

ルバイトや早く仕事が終わった社員がやることもあった。」、「模試の採点の件は、

請求人が採点をアルバイトにさせていたので、請求人に仕事を覚えてもらうた
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め、自分でやるよう指導したが、やらなかったので、私や他のスタッフやアル

バイトがいつもやっていた。」、「請求人が、『なぜ、Ｉさんに対する態度と私に

対する態度が違うのか。』と食ってかかってきたので、『請求人とＩさんでは、

会社の貢献度が全然違うからである。』と言った。」と述べている。 

Ｊは、平成○年○月○日付け聴取書において、要旨、「請求人は、カウンセリ

ングや校内生の前に出るような仕事など、直接的に自分のやりたい仕事や自分

が評価されやすい仕事は覚えるのも早かったが、事務作業や単純作業は余り積

極的ではなかった。状況を判断して率先して動くことは苦手だった。」と述べて

いる。 

Ｋ所長は、平成○年○月○日付け聴取書において、要旨、「請求人に仕事を教

えると最初のリアクションは良いが、頼んだ仕事を正確にやってもらえないこ

とが多く、それを指摘すると素直に認めることができず他のことのせいにして

しまうことが多かった。」、「請求人は、自分の好きな仕事を優先し、頼まれた仕

事が不完全のままで遅れることが多く、遅れた理由を聞くと言い訳することが

あった。」、「請求人に仕事を頼んだりするとその場では『分かりました。』と言

って作業をするが、再度確認に来ることはなく、よくミスをしていた。仕事も

遅く不完全な状態なことが多かった。」と述べている。 

以上の会社関係者の申述を総合すると、請求人が訴える業務上のトラブルの

多くは、請求人自身が招来せしめたと考えざるを得ないものであり、請求人が

業務に不慣れであったことを加味しても、同僚による叱責は、業務指導の範囲

であり、認定基準の別表１の業務による心理的負荷評価表（以下「心理的負荷

評価表」という。）の具体的出来事「同僚とのトラブルがあった」に該当すると

みても、その評価は「弱」であると判断する。 

（３）次に、請求人が、Ｆでの研修終了後はＥで勤務できると理解していたもので

あり、Ｄ校に勤務する説明は無かった旨主張していることについて検討すると、

以下のとおりである。 

請求人の勤務地について、Ｌ社長は、平成○年○月○日付け電話聴取書にお

いて、要旨、「採用面接の際、『Ｆ圏での採用でも大丈夫か。』と質問したところ、

請求人は『大丈夫です。』と答えていた。」、「『Ｄ校の配属でも問題ないか。』と

尋ねたところ、請求人は『問題ない。』と答えた。」と述べており、請求人の主

張とは異なる申述をしている。この点、審査資料からは、採用面接の際に、会
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社側が請求人に対して明確な確認をしなかった可能性は否定できないものの、

一方、請求人も平成○年○月○日の入社日にＤ校に勤務することを告げられた

際、Ｄ校での勤務は全く受け入れられないとの明確な意思表示をしたとは認め

られない。なお、面接表には「場合によってはＦ勤務も可能。」と記載されてい

る。 

以上の事情を勘案すると、当審査会としては、請求人は、不本意であったと

しても、Ｆ勤務を容認していたとみることが相当であると判断する。 

したがって、Ｄ校に勤務することになったことについては、決定書理由第２

の２の（２）のイの（イ）のｂに説示するとおり、当審査会も、心理的負荷評

価表の具体的出来事の「転勤をした」を類推適用するも、請求人の心理的負荷

の強度は「中」であると判断する。 

（４）以上のとおり、業務による心理的負荷の出来事は、「同僚とのトラブルがあっ

た」（「弱」）と「転勤をした」（「中」）の複数認められるが、これら二つの出来

事の全体評価を「中」と判断した審査官の結論は妥当であると判断する。 

（５）その余の請求人の主張についても子細に検討したが、上記判断を左右するも

のは見出すことはできなかった。 

（６）以上のことから、業務による心理的負荷の強度は「強」には至らず、請求人

に発病した神経症性障害は業務上の事由によるものとは認められない。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした療養補償給付及び休

業補償給付を支給しない旨の処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由は

ない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


